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要約 

 
近年、国から地方への権限委譲という形で地方分権改革が推進され、住民に身近な行政は

できる限り地方自治体が自立して行うこととなった。しかし、現状として地方自治体には地

域の実情に合った政策を着実に展開していくための基盤が確立されているとはいえない。そ

こで、この分権改革の目標を達成すべく自治体と住民との関係を再構築すること、これが本

稿の目的である。 

 

第 1 章では地方分権改革の目標を確認し、我々が現状の地方自治体に対して問題意識を

持つに至った背景について述べる。改革の最終的な目標は「地方自治体」を住民意思に基づ

く地方政治の舞台としての「地方政府」に高めることとされている。ところが、現在の自治

体の体制はそれに応えるには十分でなく、地域の特性や実情を反映した政策を行っていると

は言い切れない。この状態が続けば、行政に対する住民の満足度は低下するとともに、地域

の魅力が損なわれることも考えられる。このことが人口転出の増加といった弊害を生じさせ

る恐れもあり、地域の衰退を加速させる要因にもなり得るのである。このような悪循環を避

けるためには、地域の実情を最もよく知る生活者としての住民の力の活用は不可欠である。

そこで、本稿では地方分権改革の目標達成に向けた方策として「住民との協働」を検討して

いく。 

 

第 2 章では昨今の地方分権改革の流れを振り返り、地方自治体が置かれている状況を確

認する。その上で、自治体による住民との協働への取り組み等、自治体と住民との関係につ

いての現状分析を行う。 

改革によって国と地方自治体の役割分担が見直された結果、地方交付税の削減等が行わ

れ、自治体にはより厳しい財政状況の下での自立した行政運営が求められることとなった。

このような分権化の流れの中で、地域の実情に合った政策を効率的に施行するために、自治

体において住民の意見を取り入れるための取り組みが見られるようになってきた。その例と

してはパブリックコメントや委員会・審議会への住民公募等が挙げられるが、いずれも自治

体間で取り組みに対する積極性にばらつきがあり、全国的に浸透しているとは言い難い。 

また、住民との協働に積極的な自治体では、「まちづくり委員会」のような住民協働組織

を設立しているところもある。しかし、その多くは首長の主導性に依拠したものであり、そ

れに起因した問題も指摘されている。一方、地方議会についても、住民の声を聞く場として

の体制は整っていない上、二元代表制における機関対立型制度が機能しているとは言い切れ

ない。加えて、自治体が行う施策に対する評価手法としては「行政評価」や「住民満足度調

査」等が取り入れられているが、その実施や結果開示の方法に問題が多く、改善の余地は大

きい。さらに人口移動の現状を分析した結果、行政サービスによる影響が尐なからずあるこ

とが分かった。自治体はそうした内生的な要因による移動の存在を認識し、何らかの対策を

講じなければならないのである。 
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以上の二つの章より、地方分権改革の目標達成のためには自治体が地域の実情に合った政

策を展開していく必要があり、それには住民との協働が重要であるという示唆が与えられ

た。さらに、現状としてはそのための仕組みが全国的には確立されていないということも確

認された。そこで、第 3 章では住民参加によって望ましい政策が実現されることの検証を

目的として二段階の分析を行う。具体的には、まず先行研究を参考にし、推定式の特定化を

行う。その上で第一に、「住民参加度」が「行政サービスの質」に与える影響を検証し、第

二に、その「行政サービスの質」が「住民満足度」とどのような関係を持つかについて計量

分析を行う。その結果、どちらにおいても有意に正の相関関係があることが示された。この

ような分析はこれまでなされておらず、住民参加の影響力を実証的に示したという点で、新

たな試みである。 

 

第 4 章では、ここまでの議論を踏まえ、我々が独自に考案した、基礎自治体の行政委員

会の一つとなる「地域協働委員会」、及びその下部組織となる「校区協議会」の創設を検討

する。これらは、自治体と住民が地方分権改革の目標達成に向けて協働するための組織であ

る。 

前者の地域協働委員会の主な役割は、住民の意見を反映した行政運営を実現するための事

務を執行することである。また、住民本位の地域づくり体制を構築するための、首長から独

立した権限を持つこととする。この組織を行政委員会として設置することで、その独立性や

中立性によって、機関対立型制度の強化や協働による地域づくりにおける責任の所在の明確

化を図る。 

この地域協働委員会の下部組織として設置されるのが、校区協議会である。この組織は、

住民との協働による地域づくりの拠点として市区町村内の小中学校区を目安に設置するこ

ととする。そして、地域ごとの要望や課題の集約・整理を行い、地域の意見として委員会へ

と発信することを役割として担う。 

このようなシステムを実際に導入するにあたっては、法改正を行って法的根拠を明確にす

ると同時に、システムに実効性を持たせて継続性のある地域づくりを進めていくための基本

的な規則を各自治体が備えておくことも必要となる。そこで、法制度面の整備についても検

討を加える。具体的には地方自治法を改正するとともに、基礎自治体には「協働基本条例」

の制定を義務付けることを提案する。法改正により行政委員会として住民協働組織を設置す

るという提言は、これまでにない新たなものである。 

 

しかし、こうしたシステムは単に構築するのみではいずれ形骸化してしまう恐れがある。

そこで、その防止のために第 5 章では新たな評価制度として総務省による「自治体評価」

と、地域協働委員会による「住民納得度調査」の実施を提案する。 

前者は、既に国の行政評価でノウハウを持つ総務省が選定する評価指標に沿って各自治体

が自己評価を行い、その結果を総務省がまとめて、国民に公表するというものである。その

評価項目の一つに住民参加度を含めることで、各自治体から主体的に住民との協働を進める

動きが活発化することが期待できる。また、統一的な指標を用いることで全国の基礎自治体

の評価結果を比較することが可能になるため、自治体・住民の双方にとって有意義な制度と

なる。 

後者は、基礎自治体に毎年住民納得度の調査を行うことを義務付けるというものである。

その回答結果は地域協働委員会が全市的に集計するのはもちろん、校区協議会の設置区域ご

との結果についても算出することとする。これにより、自治体は評価結果を次期以降の行政

運営に活かせるとともに、地域の強みや課題を住民と共有するための材料とすることも可能

となる。その上、校区間で共通する課題も明確になり、全市的に重視すべき施策に対して住

民の意見に即しながら取り組むことも期待できる。 
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続く第 6 章では、ここまでに述べた住民参加型協働システムの実現可能性を高めるため

に、その導入によって生じる効果及び弊害について考察し、弊害についてはその解決策の検

討を行う。 

 

第 7 章では、第 6 章までの議論を踏まえた上で以下を政策提言とし、本稿を締めくくる。 

 

Ⅰ．住民参加型協働システムの導入  

 地方分権改革の目標を達成すべく、地方自治法に根拠を置く「地域協働委員会」と「校区

協議会」を基礎自治体に設置することで、住民との協働による地域づくり体制を構築する。 

 

Ⅱ．自治体と住民との関係を再構築するための法整備 

 住民参加型協働システムの導入によって自治体と住民との関係を再構築するために必要

となる、地方自治法の改正を行う。これと併せて、基礎自治体における「協働基本条例」の

制定も義務付け、システムの実効性を法的に担保する。 

 

Ⅲ．新たな評価制度の導入 

住民参加型協働システムが自治体・住民の双方にとって意義のあるものとして機能するよ

うに、「自治体評価」と「住民納得度調査」を新たに全国で導入し、システムの持続性を確

保する。 
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はじめに 

 

第 27 次地方制度調査会は「今後の地方自治制度のあり方に関する答申」の中で、今後の

基礎自治体のあり方として、住民自治の充実や住民との協働の推進が必要であるとしてい

る。さらに、2004 年の地方自治法改正により新たに「地域自治区」が導入されるなど、自

治体における「住民参加」について活発な議論がなされている。 

 この住民参加という概念は決して新しいものではなく、今日に至るまで長きにわたって議

論が重ねられてきた。近年、わが国においては地方分権改革が推進され、地方自治体は限ら

れた財源の中での主体的な財政運営を求められることとなった。そのような中で、地域の実

情に合った政策を応益原則に基づきながら展開するための手法として、住民参加が今まで以

上に注目されるようになったのである。 

しかしながら、これらの議論は全国での住民参加の基盤整備という趣旨では行われておら

ず、地方自治という観点から実際の導入の是非はあくまでも首長に委ねるという趣旨で進め

られている。そのため、導入状況にはばらつきが生じている。今後、分権改革を実のあるも

のにするためには、全ての自治体において住民参加がなされるべきである。実際、住民参加

が地域の実情に合った政策の実現に寄与するという推定結果を得ており、このことからも、

全国で基盤を整備することの重要性が窺える。 

本稿の目的は、地域ごとの最適状態であるローカル・オプティマムを実現するための基盤

を確立することである。これにあたり、分権化時代における自治体と住民との関係を再構築

するための改革案を提言する。 

 

この論文では、分権改革が今後も推進されることを考慮しているが、基本的には現行の制

度を前提に議論を行う。たとえ現状のまま地方への更なる権限委譲等がなされたとしても、

それに対応し得る力が自治体に備わっていなければ、改革の目標達成は望めない。そのため、

本稿で議論する住民参加による自治体構造改革を分権改革と同時に進める必要がある。 
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第1章 地方分権改革が目指すもの 

 

近年、地方分権改革が推進される中で、地方財政の逼迫や地域コミュニティの崩壊等、地

方自治体が抱える様々な問題が表面化している。ここでは、地方分権改革の流れを確認した

上で、その目的を明らかにし、達成のためには何を行う必要があるかについて述べる。 

 

2006 年に地方分権改革推進法が成立し、国と地方自治体の役割分担の見直しが行われて

いる。国から地方への権限委譲という形で、国は本来果たすべき役割を重点的に担い、住民

に身近な行政はできる限り自治体に委ねることとなり、自治体に求められる役割は権限とと

もに拡大した。また、権限委譲と併せて国の補助金制度を見直し、税源を移譲するという三

位一体改革も行われた。ところが、下図からも分かるように一般財源に占める地方交付税の

割合が高い自治体は多く、この改革による交付税減額は大打撃となっている。そのため、地

方分権化の流れにおいて、自治体には行政活動の見直しが余儀なくされた。地方自治を基点

とした統治構造への転換が図られる中で、国に依存した形で行ってきた地域づくりを、自治

体が自らの権限と責任の下に進めることとなったのである。 
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地方分権改革推進委員会は、「地方自治体」を住民意思に基づく地方政治の舞台としての

「地方政府」に高めていくことを、分権改革の究極の目標に設定した２。さらに、この改革

によって目指す方向の一つとして挙げられたのが、「ナショナル・ミニマムの達成からロー

カル・オプティマムの実現へ」３というものである。これらのことから、分権改革は、自治

体を地域ごとの最適状態であるローカル・オプティマムを実現できるような地方政府に転換

していくための改革であるといえる。そして、そのような目標の達成には、まず自治体がそ

れぞれの地域の特性に合った政策を展開する必要がある。それゆえ、その地域に実際に居住

し、地域の実情を最もよく知る生活者としての住民の声を政策に反映させる仕組みづくりも

不可欠となる。 

 

他方、平成の大合併と言われるように、地方分権に対応可能な行財政基盤の充実を目的と

して、国の奨励の下で多くの市町村が合併を行っている４。しかし、編入される形で合併を

行った町村を中心に、合併後の地域づくり体制が確立されていないことも多い上、最も基本

的な住民参加手法である選挙による住民意思の反映ができない場合も考えられる。なぜな

ら、人口が尐ない町村が一つの市の選挙区に包摂されてしまい、その地域の意見を「地方議

会議員の選出」という形で反映することができない可能性があるからである。このような地

域においては、分権改革を円滑に進めるための合併によって、自治体と住民の距離がむしろ

広がってしまうという状況も招きかねない。 

自治体が地域の特性や実情を把握し、それを的確に政策に反映していかなければ、自治体

に対する住民の満足度は低下するとともに、地域としての魅力も損なわれる。これが、人口

転出の増加といった弊害を招く恐れもあり、地域の衰退を進行させる要因にもなり得るので

ある。地方分権改革の本来の目的であるローカル・オプティマムを実現させるためには、自

治体と住民の協働５による地域づくりを着実に進めるための基盤の確立は欠かすことがで

きない。 

 

 

住民意思を中心に据えた地域づくりを行うための体制が確立されていない自治体は多い。

本稿の目的は、このような現状を打開し、地方分権改革の目標を自治体と住民の協働によっ

て達成するためのシステムを提言することにある。 

 

                                                     
２ 地方分権改革推進委員会「第一次勧告～生活者の視点に立つ「地方政府」の確立～」(2008) 参照 

  「地方政府」とは自治立法権、自治行政権、自治財政権を十分に具備した完全自治体のことをいう。なお、わが国で

は慣用語として都道府県や市町村を「地方自治体」と呼称するが、本稿でいう「地方自治体」は都道府県及び市区町

村の地方公共団体のことを指す。 
３ 地方分権改革推進会議「事務・事業の在り方に関する中間報告－自主・自立の地域社会をめざして－」(2002 年 6 月

17 日)参照 

なお、ナショナル･ミニマムやローカル･オプティマムは、時代とともにその内容が変化する流動的な概念であるが、

本稿では、地方分権改革推進会議「中間論点整理」(2001 年 12 月 12 日)を参考に、ナショナル・ミニマムを「国と

して最低限保障すべき生活水準」、ローカル・オプティマムを「受益と負担の関係を明確化した上での地域の実情に

即した望ましい水準」と定義する。 
４ 総務省ホームページ「合併相談コーナー」によると、平成 11 年 3 月 31 日に 3,232 あった市町村は、平成 22 年 2 月

1 日には 1,773 にまで減るとされている。 
５ 協働や参加、参画など住民参加にかかわる用語には明確な定義が存在するわけではない。本稿では、協働を「立場の

異なる主体がそれぞれの果たすべき責任及び役割を自覚し、相互に補完し、協力し合うこと」、住民参加を「政策の

立案、決定から実施及び評価に至るまでの過程に住民が主体的に参加し、自治体の意思決定にかかわること」と定義

する。 
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第2章 自治体と住民を取り巻く現状 

 

本稿では、地方分権化時代において、基礎自治体６が地域の実情に合った政策を的確に展

開していくための体制に着目し、以降で分析を行っていく。本章では、地方分権改革の流れ

や基礎自治体と住民の関係についての現状分析を行う。第 1 節では、一連の地方分権改革

によって自治体が置かれることとなった状況を確認する。第 2 節から第 4 節では、分権化

時代における基礎自治体と住民の関係について、その現状を分析する。第 5 節では、自治

体が住民に説明責任を果たすための手法の中でも評価制度に焦点を当てて分析を行う。そし

て第 6 節では、住民の意見を政策に反映させることの重要性について、人口移動という観

点から分析する。 

 

 

第1節 自治体が置かれている状況 
 

2000 年に施行された地方分権一括法では、国と地方自治体の役割分担の原則が明記され

た。そして、機関委任事務制度７の廃止により自治体の行政運営に対する国の関与の見直し

が行われたことをはじめ、権限委譲の推進や国・都道府県・市町村の関係改変が進められた。 

これと併せて、税源移譲・交付税削減・国庫支出金削減を三本柱とする三位一体改革が推

進され、2004 年度から 2006 年度にかけて、国庫補助負担金改革では 4.7 兆円、地方交付

税は約 5.1 兆円の削減が、また、地方税への約 3 兆円の税源移譲が実現した８。この改革の

目的は、歳入・歳出両面での地方の自由度を高め、自治体が自らの責任で住民の意見を尊重

した政策を自主的かつ効率的に展開する余地を拡大することにあった。ところが、前章で確

認したように地方部の自治体を中心に交付金への依存度は高く、この改革によってむしろ財

政が逼迫した自治体も多い。この点については、土居(2007)でも指摘されている。 

しかしながら、地方財政が逼迫した理由は交付金への依存度の高さだけでなく、自治体の

歳出体質にもある。そもそも、わが国の地方自治制度は、当初は国家の基礎を強固にするた

めの中央集権的な側面の強いものであった。そのように国の指揮命令に従っていた時代の歳

出体質から自治体は未だに脱却できていないのである。それにもかかわらず、分権改革によ

って自治体は自己の権限と責任の下に住民の期待に応えることが求められることとなった。

                                                     
６ 地方分権改革推進委員会は、地方分権改革推進のための基本原則の筆頭として「基礎自治体優先」を掲げた。（地方

分権改革推進委員会「第一次勧告～生活者の視点に立つ「地方政府」の確立～」（2008 年 5 月 28 日）） 

なお、本稿で用いる「基礎自治体」は、市区町村の地方公共団体を指すこととする。 
７ 『厚生白書』（平成 12 年版）によると、機関委任事務制度とは、国と地方公共団体を上下・主従の関係として、地

方公共団体の執行機関、特に都道府県知事及び市町村長を国の機関とし、これに国の事務を委任して執行させる制度

である。 
８ 総務省『地方財政白書』（平成 18 年版）参照 
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したがって、限られた資源の中で効率的な財政運営を行いながらも住民の期待に応えていく

ために、地域の実情を最もよく知る住民の力を必要とすることになったのである。 

では、自治体は住民参加や住民との協働に対してどのように取り組んでいるのか。次節で

はその現状を分析する。 

 

 

第2節 自治体による住民との協働への取り組み 
 

現在、基礎自治体には自己責任の下に地域の実情に即した政策を展開することが求められ

ている。本節では、住民参加や自治体による住民との協働への取り組みの現状を概観する。 

 

第 1 項 住民参加や協働への自治体による取り組みの具体例 

 

厳しい財政状況の中で、自治体にはこれまで以上に無駄を省いた効率的な行政運営が求め

られている。そこで、全国画一の公平性を優先していた従来の政策を見直し、地域の実情に

合った行政運営を試みるために、住民の意見や民間企業・NPO のノウハウを政策形成の段

階から取り入れようとする自治体が増えてきた。その中でも、住民参加に主眼を置いた手法

の具体的な例としては、事業の計画段階から住民ニーズを取り込むためのパブリックコメン

トや、自治体附属機関の審議会への住民参加等を挙げることができる。  

 

パブリックコメントとは、自治体によって公表されている政策形成過程の素案に対し、住

民が電子メール等で自由に意見を述べる機会を与える制度のことである。図 2 及び図 3 に

示したように、素案の公表を行っている自治体が 64%に上るにもかかわらず、それに対す

るパブリックコメントが条例で保証されている自治体はわずか 13%に過ぎない。さらに、

図 4 にあるように、全てのパブリックコメントに対し回答する自治体もあれば、一切回答

に応じない自治体もあるなど、その対応にはばらつきがある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2　素案公表の有無

64%

36% 素案公表あり

素案公表なし

調査対象：全国763市区

 日経産業消費研究所(2006)より作成
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図4　パブリックコメントへの回答の有無

44%

3%

5%

17%

31%

全て回答

原則回答

原則回答しない

回答しない

制度なし

調査対象：全国761市区

 日経産業消費研究所(2006)より作成

図5　公募住民を委員に加えている附属機関の比率

5%

72%

15%

8%

～30%

30%～50%

50%～80%

80%～

調査対象：全国763市区

 日経産業消費研究所(2006)より作成

図3　パブリックコメントに関する条例の有無

75%

12%

13%

あり

制定予定

なし

調査対象：
素案公表のある486市区

 日経産業消費研究所(2006)より作成
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また、住民参加の一つの形として、自治体の附属機関である審議会等に住民が加えられる

こともあるが、その取り組みの現状としては、前頁の図 5 に示されているように、公募住

民を委員に加えているのが全附属機関の半分にも満たない自治体がほとんどである。また、

公募による住民参加により、地域づくりへの意欲が高い住民との協働が可能となる一方、多

様化した住民の意見を広く収集し、地域の実情を把握できるとは限らない。 

 

 以上をはじめとした様々な工夫により、住民との協働を進めている自治体もあるが、これ

まで見てきたように、その取り組みに対する積極性には自治体間でばらつきがあるのが現状

である。しかし、自治体が住民参加を必要とするに至った経緯を考慮すると、このような現

状は、住民の多様な意見を汲み取り、政策に反映させるための仕組みとして、確立されたも

のがほとんどないことにも原因があるといえる。 

 

第 2 項 住民投票 

 

近年、地域や自治体の将来を大きく左右する争点について、住民投票によって直接民意を

問おうとする動きも見られるようになってきた９。ところが、原子力発電所の設置のように、

単一争点に関する政策の賛否を問うものがほとんどであり、施設設置による便益とそのため

に必要となる費用という具合に、受益と負担をセットにして住民投票で問うているケースは

尐ない。 

また、住民投票の結果は、議会や首長を直接に拘束するものではなく、意思決定を行う際

に尊重するものとされている。これは、住民投票が議会や首長１０の権限や責任体制の侵害

にならないようにするためであるが、これでは住民投票の結果に対して最終的に責任を持つ

者が明確ではない。もちろん、法的拘束力を持たない住民投票であっても、それが住民の意

思として自治体へと伝わることは確かであるから、合併の適否のように地域の根幹をなす基

本的な選択に対しては有効な手法である。しかし、住民意思の尊重とともに受益と負担の均

等化を図るためには、自治体と住民が慎重かつ多面的な議論を重ね、最終的には議会や首長

の明確な責任の下にその決定を行うべきである。 

 

第 3 項 住民参加を規定する条例 

 

 これまで住民参加手法の現状について言及してきたが、住民との協働による地域づくりを

進めていくためには、その枠組みを規定する条例の存在が重要となる。なぜなら、松下(2001)

においても指摘されているように、地方自治法等には協働や情報公開といった、今日の自治

運営の基本となる事項に関する規定がないからである。このような既存法の不足を、条例に

よって補う必要が出てきている。 

住民参加を制度的に包括保証する条例としては、自治体の憲法として制定される「自治基

本条例」や「まちづくり基本条例」がある。こうした条例を制定している自治体は全体の

7%にとどまっており、依然として全国的な動きとなっているとはいえないのが現状である。 

 

 

 

 

 

 

                                                     
９ 上田(2005)によると、1996 年の導入以来、2005 年 3 月末までに全国で 431 件の住民投票が実施された。  
１０ 地方自治法では「長」と記されているが、本稿では、議会と首長との関係を検討するため、特定の市長を指す場合

を除いて「首長」と表現する。 
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第3節 首長と住民参加 
 

前節では住民参加や住民との協働の現状を概観したが、ここからは、そのような住民力の

活用が自治体に与える影響や、現在の自治体と住民の関係についてさらなる分析を加える。

その際、わが国の地方政治において二元代表制がとられていることを考慮し、執行機関と議

決機関に分けて分析を行う。 

 

第 1 項 執行機関の附属機関としての住民協働組織 

 

ここでは、住民との協働を積極的に推し進めている先進自治体として滋賀県高島市を取り

上げ、白石・新川(2008)の先行研究を参考に事例研究を行う。 

 高島市は、旧高島郡の 5 町 1 村が合併し、2005 年に発足した。高島市では、その年から

旧町村ごとに置かれた支所の区域を単位として「まちづくり委員会」を設置し、地域の魅力

向上やコミュニティ政策推進のための事業を計画・実施している。まちづくり委員会の構成

員は、担当区域に住所を有する者のうち、区長等の地域の代表者や公募住民の中から、支所

長の推薦により市長が委嘱する者である。 

そして、地域の実情に合った行政サービスの提供を迅速かつ効率的に行うための組織とし

て、「高島版・地域自治組織」が設立された。この組織は、まちづくり委員会と支所の協働

によって運営され、まちづくり事業の計画策定及び推進や、各種団体との意見調整・活動支

援等を行っている。このような地域自治組織が設置されたことで、支所機能については廃止

も含めた見直しが進められており、それに伴ってまちづくり委員会の存在意義や役割は今後

さらに重要になると見られている。 

 

この事例における問題点として、白石・新川(2008)では以下の四点が指摘されている。一

点目は、まちづくり委員会の構成員の大半が支所長による依頼を受けた地域の代表者で占め

られていることである。二点目は、この委員会の会議の開催が年数回程度であり、事業計画

図.4 

図6　自治基本条例の有無

69%

17%

7%
7%

あり

制定予定

検討中

なし

調査対象：全国763市区

 日経産業消費研究所(2006)より作成
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も予算・決算もほぼ全て支所の原案通り決定されていることである。三点目は、地域予算に

ついて、区・自治会向け補助事業への割合が圧倒的に高く、まちづくり事業への割合が低い

ことである。四点目は、まちづくり委員会が、法令上は自治体の単なる附属機関に過ぎない

ため、支所の原案に対して意見を述べるだけの存在にとどまっていることである。 

 

以上の問題点を踏まえると、住民協働組織の創設にあたっては、運営委員の選出方法や組

織の形骸化を防ぐための仕組みについて十分な配慮が必要であるといえる。 

さらに、住民協働組織を執行機関の附属機関として設置した場合、執行機関にとって判断

しづらい事項や、住民の間で意見対立が起こり得る事柄について、附属機関に決断を委ねる

形で責任回避の手段として悪用されかねない。しかし、住民の意見を尊重するために組織を

設置したのであれば、それを積極的に活かすことも自治体の責任である。つまり、附属機関

として住民協働組織を執行機関に付置した場合、自治体と住民の責任負担を明確にしながら

組織を積極的に活用することは容易ではなくなるのである。 

 

第 2 項 執行機関と地縁団体１１の関係 

 

次に、執行機関と地縁団体の関係について見ていく。 

地方自治法では地縁団体を行政組織の一部としてはならない旨を定めている１２にもかか

わらず、地縁団体、中でも全国に広く浸透している町内会は、歴史的に行政下請け機関に近

い側面を保ってきた１３。『国民生活白書』（平成 16 年版）によると、過半数の基礎自治体が

町内会等に対して行政情報の提供や事務・事業の委託を行っており、自治体と町内会の間の

上下・主従の関係は現代においても見受けられるといえる。この例にも表れているように、

自治体と地縁団体の間では、自治体が特定の地縁団体に対して直接意向を伝え、地縁団体も

それぞれが直接的に自治体執行機関の担当課へと要望を伝えることが常態化している。 

一方、住民を中心とした地域自治においては、地域づくりの担い手として地縁団体の役割

が重要度を増している１４。しかしながら、次頁の図 7 からも分かる通り地縁団体の活動へ

の参加頻度は近年低調である１５という現状もあり、地域づくりにおける自治体と地縁団体

の連携の取り方を見直す必要が生じている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                     
１１ ここでは、活動の目的や内容を問わず、地域内での活動・地域に根ざした活動を行う団体を地縁団体とする。 
１２ 地方自治法第 260 条の 2 第 6 項 
１３ 山崎(1996)によれば、町内会は主に明治期の町村合併による旧村への行政区設置を起源とする。1954 年にはその長

が旧自治省によって特別職公務員の役職を委嘱されるなど、町内会の行政手段化が進められた。その後、高度経済

成長期における住民の地域への関心の低下に伴い住民組織の再編が求められると、政府は 1977 年の第三次全国総合

開発計画の策定において、自治体主導で設定した小規模な境域において住民との関係強化を行う意図を示した。 
１４ 地方制度調査会「第 26 回地方制度調査会「地方分権時代の住民自治制度のあり方及び地方税財源の充実確保に関す

る答申」(平成 12 年 10 月 25 日)参照 
１５ 回答者は、1968 年は全国の都市のうち昭和 40 年国勢調査時の人口集中地区人口が 3 万人以上の都市でその人口集

中地区に居住する世帯主 500 人と主婦 500 人及び全国の町村部に居住する世帯主 500 人と主婦 500 人（わからな

いを除く）である。2007 年は全国の 15 歳以上 80 歳未満の男女 3,345 人（無回答を除く）である。（『国民生活

白書』(平成 19 年版)） 
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第 3 項 地域自治区と地域協議会 

 

地方分権改革と併せて進められた自治体内分権についても概観する。 

自治体内分権は、地域ごとの実情を尊重した行政サービスの提供を迅速かつ効率的に行う

ことを目的に推進された。これを 2004 年の地方自治法改正１６により制度化したものが「地

域自治区」及びそこに設置される「地域協議会」である。これは、市町村内の地域をいくつ

かの地域自治区に分け、首長の権限に属する事務のうちそれぞれの区域内に係る事務につい

て、地域協議会が首長に対して意見を述べることができるという制度である。自治会や町内

会等の地域内の団体を統合することによって形成される住民協働組織とは異なり、地方自治

法に根拠を置き、その構成員は首長が選任する。また、自治体の附属機関である審議会とも

異なり、住民の意見を踏まえつつ効率的に事務を処理するために、住民に身近なところに設

置されるのが地域自治区である。 

しかし、大森他(2004)では、この地域自治区の制度は、「市町村合併進行下で新たに生ま

れる広域自治体において『遠くなる市役所・町役場』への代替策」として導入されたものに

過ぎないとしている。そして、地域自治区を設置したとしても、その役割が「住民の不満の

捌け口」にとどまってしまうと批判しており、自治体内分権を実現する制度としては改善の

余地は大きいといえる。 

 

 

 

 

 

 

                                                     
１６ 地方自治法の第 2 編第 7 章執行機関の中に「第 4 節地域自治区」を追加したことによる。2006 年 7 月 1 日時点で、

この地域自治区を設置している地方公共団体は、地方自治法に基づくものと旧合併特例法等に基づくものとを合計

して 53 団体であり、192 の自治区が存在している。（総務省ホームページ「合併相談コーナー」） 
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図7 町内会・自治会の参加頻度

内閣府『国民生活白書』(平成19年版)より作成
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第4節 地方議会と住民参加 
 

第 1 項 選挙と議員定数 

 

わが国の地方自治体の政治体制は憲法によって規定されており、地方議会の議員及び首長

は、ともに選挙によって選出される。ところが、その選挙にもいくつかの問題点がある。 

現行の市町村議会の選挙では、大選挙区単記非移譲式投票制がとられている。この制度の

下では、多数派のみによって当選者を出すわけではないという意味で尐数派の意見も選挙結

果に反映される可能性がある。しかし、一つの選挙区の中には人口規模の大きく異なる地域

が並存していることは十分に想定できる上、特に編入される形で合併を行った町村等は、合

併後の市内では人口の尐ない地域となる可能性が高い。そのような地域の意見を選挙によっ

て反映することは困難である１７。 

他方では、議員定数の削減が全国的に行われており、全国の約 8 割の市が議員定数を法

定上限数未満としている１８。これは、人口動向や財政上の理由等から自治体が自らの判断

で議員定数を条例により削減しているためである。 

また、生活圏の拡大によって地縁意識の薄い住民が増加した現代では、投票率を向上させ

ることは容易ではないという現状もある。以上の状況を考慮すると、自治体としてローカ

ル・オプティマムを追求していける体制を構築するためには、最も基本的な住民参加手法で

ある選挙を補完する別の仕組みによって、地方議会と住民の連携を強化する必要がある。 

 

第 2 項 首長のイニシアティブに依拠した住民参加の弊害 

 

ここでは、自治体による住民参加への取り組みの問題点について、執行機関と議決機関の

関係という観点から分析する。 

次頁の図 8 は、住民の議会への参加に関する調査１９に対して、全国市区町村の首長と地

方議会議長が回答したものである。これによると、「議会にも住民の声を聞く場をつくるべ

き」との認識を持った首長及び議長は過半数を占めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                     
１７ 例えば、2005 年に合併を行った北海道石狩市では、合併前の旧石狩市が 54,567 人、旧厚田村が 2,804 人、旧浜益

村が 2,363 人（2000 年国勢調査）と、編入される形で合併を行った二村の人口は、ともに新市の総人口の約 20 分

の 1 に過ぎない。 
１８ 全国市議会議長会「市議会議員定数に関する調査結果」(平成 20 年 7 月)によると、全国 806 市のうち、2007 年 12 

月 31 日現在、市議会議員定数において合併特例法を適用していないのは 737 市である。この 737 市のうち、法定

上限数を議員定数としている市は 142 市(19.3%)、法定上限数未満を議員定数としている市（減員市）は 595 市

(80.7%)である。減員市率は前年(81.1%)と比べて 0.4%減となっている。減員数は 4,035 人、減員率（法定上限数に

占める減員数の割合）は 17.0%であり、前年(15.1%)と比べて 1.9％増となっている。 
１９ 社会経済生産性本部「住民参加有識者会議報告書」『地方分権時代の住民参加を考える～住民投票の論点をめぐっ

て～』(平成 13 年 6 月)を指す。この調査は 2000 年 10 月に実施したものであり、対象は全国の市区町村長と議長各

1547 人（町村は 3 分の 1 の系統抽出）、首長 781 人（有効回答率 50.48%）、議長 845 人（同 54.62%）である。 
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ところが、松下(2004)では、現在進められている住民参加の多くは首長のイニシアティブ

によるものであることを指摘した上で、「首長が代わると、いままでの積み上げが簡単に覆

ってしまう」としており、その問題点を示している。 

また、住民参加が首長を中心に進められている一方で、地方議会と住民が直接関係する場

面は事実上選挙に限られているという状況もある。それゆえ、住民参加の進展によって「首

長・住民」対「議会」という構図が鮮明になるほど、住民が出した結論を住民が選出した議

会で覆すことは難しくなる。 

 

さらに、現行の二元代表制が首長優位になっているとの指摘は多い２０。 

わが国の地方議会が持つ役割の中でも、最も基幹的なものは条例の制定と予算の議決であ

る。しかし、条例では、条例案の提出はほとんど首長によるものである２１という現状に加

えて、首長は自らの権限に属する事務について「規則」という形で法を制定することもでき

る２２。また、予算については、その区分の中でも款と項が議決科目、目と節が執行科目と

され、併せて予算科目とされているが２３、地方議会の議決が必要なのは款と項のみであり、

目や節という細かい使途の決定は執行機関の裁量が中心となっている。地方自治の柱となる

首長と地方議会がこのような関係にあるという現状を踏まえると、首長の主導によって住民

参加を推進しつつ、地方議会の機能も形骸化させないことは容易ではない２４。 

                                                     
２０ 大森(2002)をはじめ、現行の二元代表制が首長優位になっていることについては、一般的に多くの指摘がなされてい

る。  
２１ 全国市議会議長会「平成 20 年度市議会の活動に関する実態調査結果」(平成 20 年 7 月)によると、2007 年において

は、市長提出による条例案が 30,501 件であったのに対し、議員提出による条例案は 1,794 件であった。（調査対象：

全国 806 市、調査対象期間：2007 年 1 月 1 日～12 月 31 日) 
２２ 地方自治法第 15 条の 1 
２３ 地方自治法第 216 条、地方自治施行令第 147 条の 1・第 150 条の 1 第 3 項、地方自治法施行規則第 15 条の 1 
２４ 江藤 (2004)で、基本構想や計画の策定にあたり、全員公募の「みたか市民プラン 21 会議」を設置した安田養次郎

三鷹市長（当時）は、「市民参加を強化し、すばらしい市民参加につながっていけばいくほど、議会との関係が大

変難しくなってくる。」と述べ、市民参加の推進と議会機能の形骸化防止を両立することの難しさを語っている。 
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社会経済生産性本部『地方議会と住民参加～これからの地方自治体のあり方をめぐっ
て～』（平成13年3月）より引用

図8　住民の議会への参加 (単位：％)
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地方議会が果たすべき役割は、条例制定や政策の審議を行うことだけではない。現行の二

元代表制においては、多数の職員を補助機関とする首長に対する監視や代案の提示等、執行

機関と並ぶ民意の代表機関としての役割を果たすことも期待されている。このような機関対

立型制度を機能させながら地域の特性や実情に合った政策を施行していくためには、多様な

意見・利害の対立の調整や合意形成の能力といった議会の持ち味も引き出すように、自治体

は住民との協働を進めていく必要がある。 

 

 

第5節 住民への説明責任としての評価制度 
 

この節では、自治体が住民に説明責任を果たすための手法の中でも、評価制度について分

析を行う。ここでは、自治体が独自に行う「行政評価」と、住民に対する行政サービスへの

「満足度・納得度の調査」の現状分析を行う。 

 

第 1 項 行政評価 

 

各自治体は自らの掲げるビジョンを実現させるための手段として政策を立案し、それを指

針に施策及び事務・事業に日々取り組む。この政策体系の各段階に対して行政評価を行う動

きが、下表に示したように近年活発化している。 

 

 

表 1 行政評価の導入割合 

団体区分 導入団体数 調査対象団体数 導入割合 対前年度比 

都道府県 46 47 97.9% +2.2% 

政令指定都市 17 17 100.0% ±0% 

中核市 32 35 91.4% +2.2% 

特例市 42 44 95.5% +5.8% 

市区 420 709 59.2% +10.8% 

町村 207 1018 20.3% +4.0% 

合計 764 1870   

総務省「地方公共団体における行政評価の取組状況」より作成 

 

 

行政評価は政策体系の中のどの段階を対象とするかによって分類が可能である２５。ここ

では、各自治体のビジョンを具体化し、施策や事務・事業の指針となる政策の実態を明らか

にする「政策評価」についての現状を概観し、その目的を明らかにした上で克服すべき問題

点について指摘する。 

政策評価は自治体の施行する政策の中でも特に重点の置かれているものや、主要なものを

対象として行われる。これらについて外部評価委員会等の機関が、政策の成果や住民満足度、

                                                     
２５ 例えば、政策・施策を実現するために日々取り組む事務・事業を対象とした場合には事務事業評価と呼ばれ、政策

自体を評価する場合は政策評価と呼ばれる。 
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費用といった観点から評価を行い、その結果を自治体ホームページ等で住民に対して公表す

る。 

地方分権が推進される中で、自治体の取り組みに対する住民の関心と要望は高まってい

る。政策評価の目的の一つは、住民に対して政策の実態を明らかにし、説明責任を果たすこ

とにある。そして、住民には公表された政策評価の結果に対して、パブリックコメントを活

用するなどして何らかの反応を示すことが期待される。加えて、自治体が評価結果を予算編

成や基本構想の策定に還元するなど、行財政運営の効率化に活用することもその目的となっ

ている。 

しかし、政策評価をはじめとする行政評価はいくつかの問題点を抱えている。まず、政策

ごとに行われる評価は住民にとって複雑で不明瞭であることが挙げられる。各事業の評価結

果を羅列した膨大な資料を公表するだけの自治体も多く、住民にとっては自治体の行政の実

態を体系的に把握することが難しい。住民にとって有益な情報を提供するためには、自治体

同士を比較できる形にするなどして評価結果を再構成する必要がある。また、早川他(2004)

では、評価結果の閲覧者の多くが研究者や自治体関係者である点を挙げ、その公表方法にも

問題があると指摘している。このことからも行政評価を住民にとって意義のあるものに改善

する余地は多分にあるといえる。 

 

第 2 項 住民への満足度調査と納得度調査 

 

次に住民による行政評価として、自治体が行う住民満足度調査を取り上げる。現在、調査

を毎年実施している自治体は全国の 15%にあたる 115 市区にとどまっている。この調査は、

現状の行政サービスに対する住民の要望を的確に把握し、住民視点からの行政運営に活用す

ることを目的として行われている。そこでは、各施策の満足度と重要度に対してそれぞれ評

価が行われ、不満な事業に対する理由も聴取される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図9　住民満足度調査の有無・頻度

2%
13%

64%

6%

15% 毎年調査

隔年調査

3･4年に一度調査

調査なし

その他

調査対象：全国763市区

日経産業消費研究所(2006)より作成
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しかしながら、住民満足度調査には大きな問題点がある。それは、住民が納税者として「限

られた資源を効率よく配分する」という観点から評価を行うことができないということであ

る。なぜなら、自治体が施策に充てられる金銭的･人的資源には限りがあるにもかかわらず、

住民満足度調査では満足度と重要度の指標でしか評価が行われないからである。したがっ

て、自治体には調査結果をそのまま次期の行政サービスの優先順位付けに活かすことができ

ない。 

 

このような住民満足度調査の問題点を克服し得る新たな評価制度としては、住民納得度調

査の事例がある。神奈川県三浦市は、平成 18 年度から新たな試みとして「市民納得度調査」

を実施している。調査にあたっては、まず市が取り組む施策のうち市民生活に深く関係する

ものを取り上げ、その内容と費用を提示する。費用については、施策全体にかかったものを

市民一人当たりの負担に換算した数値も示す。そうした上で、その内容と費用の妥当性につ

いて市民に回答を求めるというものである。 

このように、納得度調査は住民が自分の納める税金の使われ方を意識しながら妥当性を判

断することが可能になるという点で、満足度調査以上に有意義なものである。また、三浦市

がこの結果を次年度の予算編成に活かしていることからも窺えるように、納得度調査は住民

にコスト意識を持たせるだけではなく、行政運営においても重要な役割を果たしているので

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

群馬県太田市ホームページより引用

図10　群馬県太田市「太田市市民満足度アンケート」満足度・重要度回答欄の一例



ＩＳＦＪ政策フォーラム２００８発表論文 20th – 21st Dec. 2008 

 22 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第6節 人口移動に関する現状 
 

ここまで自治体と住民との関係を中心にその現状に関して述べてきたが、本節では、人口

移動について行政サービスという観点から現状を見ていく。 

 

国立社会保障・人口問題研究所が 2006 年に実施した人口移動調査２６によれば、「5 年前

の居住地が現住地と異なる居住地の人」のうち、「都道府県内の他の市区町村へと移動した

人」と「都道府県外へと移動した人」とを合計すると 14.0%に上る。2001 年に行われた前

回の調査では 13.0%となっており、近年増加傾向にあることが窺える。 

 

 

表 2 「2001 年の居住地が現住地（2006 年）と異なる居住地の人」の割合（単位:%） 

 全体 5 年前居住地 都道府県内 5 年前居住地

都道府県外  市区町村内 市区町村間 不詳 

第 6 回 

第 5 回 

27.6 

24.0 

21.3 

17.9 

12.3 

11.0 

7.6 

6.9 

1.4 

- 

6.4 

6.1 

増減 3.6 3.4 1.3 0.7 - 0.3 

国立社会保障・人口問題研究所(2008)「第 6 回人口移動調査概要」より作成 

                                                     
２６ 国立社会保障・人口問題研究所が 2006 年に 12,262 世帯を対象にして行った『第 6 回人口移動調査』を指す。 

神奈川県三浦市ホームページより引用

図11　神奈川県三浦市「三浦市市民納得度調査」の納得度・重要度

　　　回答欄の一例
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また、その調査では「現住所への移動理由」も併せて聴取しており、これによると「住宅

を主とする理由２７」(35.4%)が最も多く、それに「職業上の理由２８」(12.8%)、「結婚・離

婚」(12.6%)が続いている。このことは、住宅事情や転勤等を契機とした移動が大半を占め

ることを表している。一方で、前回との変化率に注目してみると「その他２９」が最も高く、

次いで「入学・進学」が高くなっている。「その他」については、項目の追加の影響も考え

られるが、高齢者福祉や育児に関する自治体間の環境の差異を判断基準として、移動を行う

人が増加しているとも考えられる。 

 

 

表 3 「現住地（2006 年）への移動理由」に関する回答結果（単位:%） 

 総数 

（人） 

入学 

・進学 

職業上

の理由 

住宅を

主にす

る理由 

親や子

と同居 

・近居 

家族の

移動に

伴って 

結婚 

・離婚 

その他 不詳 

第 6 回 

第 5 回 

6,983 

6,941 

4.6 

3.1 

12.8 

13.0 

35.4 

35.7 

6.7 

7.4 

12.2 

11.0 

12.6 

15.7 

10.8 

8.8 

3.9 

5.3 

増減 42 1.5 -0.2 -0.3 -0.7 -1.2 -3.1 2.0 -1.4 

国立社会保障・人口問題研究所(2008)「第 6 回人口移動調査概要」より作成 

 

 

このように、人口移動に対しては依然として住宅要因や職業要因が大きな影響を及ぼして

いる。しかしながら、近年は福祉や育児等の行政サービスを比較し、自らにとって効用ある

いは満足度がより高い地域へと移動する人が増加傾向にあり、行政サービスの与える影響も

無視できなくなってきている。 

以上のような現状を踏まえると、地域の人口維持及び社会増加３０という観点から、自治

体がより良い行政サービスの提供のために積極的に取り組んでいくことは重要であるとい

える。逆に言えば、自治体がそれを怠ることの弊害としては、住民の満足度の低下に伴う転

出が引き起こす税収の減尐等、自治体の根幹にかかわる問題が考えられる。つまり、自治体

は行政サービス等の内生的な要因による移動の存在を認識し、何らかの対策を講じなければ

ならないのである。 

 

 

これまでの現状分析により、人口移動は行政サービスの質に起因する可能性があるにもか

かわらず、住民の声を活かした政策を展開するための各自治体による協働への取り組みには

差があることが確認された。つまり、全国的には住民参加の基盤が確立されていないのであ

る。次章では、この現状を踏まえた上で、地域の実情に合った政策の実現には住民参加が必

要であるということについての実証的な分析を加える。 

                                                     
２７ これは、住宅事情、生活環境上の理由、通勤通学の便の 3 項目からなる。 
２８ これは、就職、転勤、転職、家業継承、定年退職の 5 項目からなる。 
２９ これは、子育て環境上の理由、健康上の理由、その他の 3 項目からなる。第 6 回調査から、健康上の理由が新たに

追加された。 
３０ 社会増減とは、入国超過数に市区町村間転入超過数を加えたものである。 
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第3章 住民参加の影響力 

 

前章までは、住民参加の必要性及び住民参加手法が全国的には確立されていないことを確

認した。 

本章では、住民参加によって地域の実情に合った政策が実現されるかについての検証を目

的として、二段階の分析を行う。具体的には、自治体の政策の質を行政サービスの質３１と

捉え、まずは、行政サービスの質と住民参加との関係性を検証し、さらにその行政サービス

の質と住民の満足度との関係性を実証的に分析する。なぜなら、一つ目の分析によって住民

参加が行政サービスの質を改善させるか否かについては得られるが、その行政サービスの質

が住民を満足させるものであるか、すなわち、地域の実情に合ったものであるか否かについ

ては判断できないからである。そのため、二つ目の分析によってその判断を行う。 

このようにして、住民参加による住民力の活用が自治体による住民本位の政策の実現に寄

与することを計量経済学の手法を用いて分析する。 

 

 

第1節 行政サービスの質に関する実証分析 
 

 現在、全国において様々な形で住民との協働が進められているが、それらは果たして本当

に行政サービスの質を改善させることにつながるのであろうか。そこで、住民参加度３２が

行政サービスの質にどの程度貢献しているのかを実証的に分析する。 

 

 

 

                                                     
３１ ここでは、日経産業消費研究所(2006)における全国 763 市区を対象とした「行政サービス度」を「行政サービスの

質」と捉えなおしている。この指標は、「子育て環境」、「高齢者福祉」、「教育」、「公共料金等」、「住宅・イ

ンフラ」の 5 項目からなり、それらを得点化したものの合計である。満点は 300 点（0.5 点刻み）であり、全国市区

平均は 140.7 点である。これと同様の指標である日経産業消費研究所(2002)における「行政サービス水準」を用いた

先行研究として吉村(2002-5)等があり、その中でこの指標を使うことに対して、「行政サービス水準をどのように測

定するかは難問である。」としながらも「ここに示された指標はこれで万全のものとは思われないが、見当外れのも

のでもない。」としている。また、総務省『情報通信白書』（平成 20 年版）においても行政サービスの取組状況に

関するデータとして「行政サービス度」を用いている。このように、一般的な行政サービスの質を示す指標としては、

他に体系的かつ定期的かつ公開されている代替の指標がなく、現段階においては妥当なものであると考えられる。 
３２ ここでは、日経産業消費研究所(2006)における「行政革新度」調査のうち、「市民参加度評価」に関するデータを

基に独自に集計を行い、「住民参加度」として点数化及び偏差値化を行った。この指標は、「重要な政策形成段階で

のパブリックコメント保証の有無」、「付属機関の委員への市民公募の有無」等計 10 項目を評価したものである。

それらの項目及び点数化の方法は次頁の表 4 に示した。ここで独自に集計したのは、「市民参加度」の項目には、

「NPO 支援条例の有無」等行政への住民参加に必ずしも直結しないものも含まれており、それらを分析対象から外す

ことを意図したためである。これにより、「住民参加度」が住民参加を直接促すような体制の度合いを表す指標とな

り、分析結果も住民力の活用そのものが行政サービスの質に与える影響をより正確に反映すると考えられる。 
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表 4-1 住民参加度の項目内訳 

分類 項目 

A ①重要な政策形成過程での素案公表の有無 

B ②重要な政策形成過程でのパブリックコメント保証の有無（運用・条例面） 

③パブリックコメントへの対応方法 

C ④付属機関の委員への市民公募の有無 

⑤公募住民を入れている付属機関の比率 

D ⑥自治の基本や住民主体の自治を包括的に定めた条例の有無 

⑦自治の基本や住民主体の自治を包括的に定めた条例で規定する内容 

E ⑧行政サービスなどへの満足度調査の実施頻度 

⑨満足度調査で示された「住民の不満」などを解消するための体制整備の有無 

F ⑩条例に基づいた、開発事業者との事前協議としての、住民の意見・提案・不

服申し立てに関する制度的な保証の有無 

 

 

表 4-2 住民参加度の数値化の方法 

 得点化方法 素点満点 傾斜後満点 

① ◎：10、○：5、△：1、×：0 10 10 

② 運用保証◎：10 

条例保証◎：20、○：5、△：1、×：0 

30 

 

 

10 

③ ◎：10、○：5、△：1、×：0 10 

④ ◎：10、○：5、△：1、×：0 10  

10 ⑤ 「80%以上」：10、「80-50%」：7、「50-30%」：4、 

「30%未満」：1 

10 

⑥ ◎：10、○：5、△：1、×：0 10  

10 ⑦ ◎（6 項目）：10、◎（5 項目）：9、◎（4 項目）：7、 

◎（3 項目）：5、◎（2 項目）：3、◎（1 項目）：1 

10 

 

⑧ 「毎年」：10、「隔年」：7、「3,4 年」：4、「その他」：1、×：0 10 10 

⑨ ◎：10、○：5、△：1、×：0 10 

⑩ ◎：10、×：0 10 10 

計  120 60 

備考 ◎：「実施済み」、○：「2007 年度までに実施予定」、△：「検討中」、 

×：「実施していない・無回答」 

 

 

第 1 項 先行研究の整理 

 

 本節では、行政サービスの質と住民参加度との関係性についての実証分析を行うことを目

的としているが、そのように数量的な分析を試みている先行研究はあまり存在しない。その

ため、行政サービスの質あるいは水準に関する先行研究を参考にし、推定式の特定化を行う。 

 

 行政サービスに関する先行研究としては、林(2003,2004)や吉村(2004)等が挙げられる。 

林(2003,2004)は、地方歳出関数の特定化にあたり地方公共サービスの生産と費用関数の

導出を行っているが、その中で公共サービスの「混雑性(congestion, crowding)」について

理論的に言及している。これは、公共サービスの利用者数、すなわち地域人口規模が公共サ
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ービスの水準に影響することを意味する。それと同時に、面積や地理・自然条件など他の地

域特性も公共サービスの水準に影響するとしており、これらは混雑関数として表現されてい

る３３。さらに、公共サービスの水準は政治的プロセスによって決定されるため、政府はそ

の公共サービス水準を実現するための活動を行うとし、それを混雑関数の政府活動に関する

逆関数として表現している３４。つまり、公共サービスを供給あるいは需要のどちらの観点

から見たとしても、人口規模や地域特性の影響を受けているということがいえる。この研究

は目的こそ異なるものの、公共サービス水準の決定要因に関して多くの示唆を与えている。 

吉村(2004)では、市町村合併の行政サービス水準への効果を推計する中で、全国市区を対

象として、被説明変数を行政サービス水準とし、説明変数を人口と面積とした回帰分析を行

っている。推定結果から、人口規模と行政サービス水準の間には有意に正の相関関係があり、

また面積との間には有意に負の相関関係が認められている。さらに、人口規模の方が面積よ

りも行政サービス水準に与える影響が大きいことを指摘しており、自由度修正済決定係数や

F 値の観点から見ても、面積を説明変数として加えることの意味は小さいとしている。ただ、

この研究は市町村合併の効果の推定が目的であるため、面積に関する考慮の必要性にも触れ

ている。 

 

以上の先行研究から、行政サービスの質の決定要因としては、人口規模や地域特性が考え

られる。また、行政サービスの質は政府の活動によって決定されることを林(2003,2004)で

確認したが、その活動は歳出を伴い、それには歳入が必要であることは言うまでもない。そ

のため、政府の財政状況が行政サービスの質に影響を及ぼすことは容易に想像できる。 

これらのことを踏まえると、説明変数としては住民参加度の他に、財政要因、人口規模、

面積以外の地域特性等を設定するのが妥当であると考えられる。次項では、具体的な推定方

法について述べる。 

 

第 2 項 推定方法 

 

まず、データについては、2006 年度の全国 755 市区についてのクロスセクションデータ

を用いた分析を行う３５。それらの出典は次頁の表 5 にまとめて示した。 

次に変数の設定であるが、前項を踏まえ、被説明変数は「行政サービスの質」とし、説明

変数を「住民参加度」、基礎自治体の財政的な差異を表す指標として「財政力指数３６」、「地

方債残高／一般財源」、その地域の経済的要因を示すものとして「一人当たり課税対象所得
３７」、環境要因及び地域特性として「人口３８」、「人口の 2 乗」、「可住地人口密度３９」とし

た。また、これら以外の基礎自治体固有の要因を考慮するためにダミー変数として、政令指

                                                     
３３ 混雑関数は、 ),,( angzz  [ :z 実際に消費される地域公共サービス水準、 :g 地方政府の活動水準、 :n 当該利用

者数、 :a 地域特性ベクトル]と定義されている。 
３４ 具体的には、 ),,(1 anzzg  としている。 
３５ 日経産業消費研究所による全国市区調査は隔年で行われているが、これらは市区を対象としており町村のデータに

関しては網羅していない。そのため、市町村合併、とりわけ町村の編入合併を行った市に関しては、町村のデータ

制約上の理由により、プールデータによる分析は困難である。たとえ合併を行っていない市区のみで分析を行った

としても一般性を欠いてしまう可能性があり、その分析の妥当性に疑問が生じるため、ここではクロスセクション

データを用いることとした。 
３６ 地方政府の財政力を示す指標で、（財政力指数）＝（基準財政収入額）／（基準財政需要額）の 3 ヵ年平均として

計算され、その値が大きいほど財源に余裕があると考えられる。 
３７ ここでは、（一人当たり課税対象所得）＝（課税対象所得）／（納税義務者数）とする。 
３８ ここでの「人口」は、住民基本台帳に基づく人口を用いている。 
３９ ここでは、（可住地人口密度）＝（人口）／（可住地面積）としている。単なる人口密度では、山岳地や湖水地等

の影響により過小評価されてしまうという問題があり、その解決策として可住地人口密度を用いている。 
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定都市・特別区ダミー、都道府県ダミーを用いた。なお、説明変数はそれぞれ標準化４０し

てあり、推定方法としては最小二乗法を用いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

［ :S 行政サービスの質、 :P 住民参加度、 :F 財政力指数、 :B 地方債残高、 :R 一般財源、 

:Y 一人当たり課税対象所得、 :POP 人口、 :D 可住地人口密度、 :ODWdummy 政令指

定都市・特別区ダミー、 :PREFdummy 都道府県ダミー］ 

 

 

表 5 データの出典 

変数 出典 年度 

行政サービスの質 『2006 年(第 5 回)全国市区の行政比較調査データ集

(行政革新度・行政サービス)』 

2006 

住民参加度 『2006 年(第 5 回)全国市区の行政比較調査データ集

(行政革新度・行政サービス)』より算出 

2006 

財政力指数 「地方公共団体の主要財政指標一覧」 2006 

地方債残高 

／一般財源 

「市町村別決算状況調」より算出 2006 

一人当たり 

課税対象所得 

「地域別統計データベース」より算出 2006 

人口 「住民基本台帳に基づく人口・人口動態及び世帯数」 2006 

可住地人口密度 「地域別統計データベース」より算出 2006 

 

 

第 3 項 推定結果 

 

上記の方法で推定を行い、その推定結果は次頁の表 6 に示す４１。 

 この分析におけるダミー変数を除く全ての P 値は有意水準 5%未満において有意である
４２。また、修正後決定係数より説明力はそれなりにあるといえるが、ここでの分析の性質

上、説明変数の推定値の有意性（P 値）に注目することが重要である。 

 推定された住民参加度の係数について見てみると 2.110 となっており、これはすなわち、

住民参加度が 1 ポイント増加すると、行政サービスの質がおよそ 2 ポイント改善されると

いうことを表している。また、財政要因及び経済要因の係数が正であることから、これらが

行政サービスの質を向上させることが分かる。環境要因としての人口及び可住地人口密度の

係数も正であることから、人口規模の拡大が進んだ地域ほど行政サービスの質が高いという

                                                     
４０ 説明変数として用いた指標が被説明変数に対してどれだけの貢献度を持つのかを検証するために標準化を行った。 
４１ 政令指定都市・特別区ダミー、都道府県ダミーについては割愛する。 
４２ ダミー変数に関しては、係数制約についての検定を行ったところ、「都道府県ダミーは存在しない」という帰無仮

説は棄却された。また、政令指定都市・特別区ダミーの P 値は 10%でも有意ではなかったが、大きな影響力はなく、

市区の差異を調整するものとしてそのまま採用した。 
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ことがいえる。しかしながら、人口の 2 乗の係数は負となっており、これはある一定以上

人口規模の拡大が進むと、先に触れた「混雑性」という問題が生じるためであると考えられ

る。 

 

 以上のことから、住民参加度は行政サービスの質に対して正の相関関係を持つということ

が分かる。財政健全化や税収の確保、人口規模等が行政サービスの質に対して正の影響を与

えることは比較的容易に予想されるが、住民参加がそれらと同様の効果を持つということは

これまで実証的には示されていなかった。現時点でも、先進自治体において住民参加がなさ

れていることには何度も触れたが、それらはこの意味では、住民参加による効果について確

信を持たないまま推進されていたと考えられる。先行研究ではなされていなかった我々の新

たな試みにより、その効果が実証的に示された今、自治体にとっては住民との協働が非常に

重要かつ有益であることは確かである。 

 

 

表 6 推定結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 係数 

 [P-値] 

定数 

 
0

 

2.139  

[ 0000.0 ] 

住民参加度 

 
1

 

110.2  

[ 0000.0 ] 

財政力指数 

 
2

 

971.2  

[ 0000.0 ] 

地方債残高 

 ／一般財源 
3

 

505.1  

[ 0018.0 ] 

一人当たり 

課税対象所得 
4

 

799.1  

[ 0019.0 ] 

人口 

 
5

 

349.3  

[ 0002.0 ] 

人口の 2 乗 

 
6

 

957.1  

[ 0042.0 ] 

可住地人口密度 

 
7

 

507.1  

[ 0184.0 ] 

観測値数 

自由度 

決定係数 2R  

自由度修正後 2R  

総分散 

誤差の 2 乗和 

 755 

700  

6320.0  

6036.0  

62.132249  

86.48667  
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第2節 住民の満足度に関する実証分析 
 

前節では、行政サービスの質を改善するためには、住民参加に対する自治体の積極的な取

り組みが重要であることを示した。次にこの節では、前節で分析した行政サービスの質の向

上が、行政サービスに対する住民の満足度の向上につながるかを実証的に分析していく。 

 

第 1 項 住民の満足度に関する指標の設定 

 

ここで問題となるのが、住民の満足度という主観的な指標が存在しないということであ

る。前章第 5 節第 1 項でも触れた通り、住民に対して毎年満足度調査を行っている自治体

は全国で 2 割以下という現状がある。そこで、ティブーの「足による投票４３」等を参考に

し、人口移動という指標に注目する。具体的には、行政サービスに対する住民の満足度とい

う主観的な指標を人口移動率４４という客観的な指標で代替させることによって分析を行

う。しかしながら、このようにして分析を行うには様々な問題が考えられる。例えば、「足

による投票」の現実的な作用の有無や、人口移動の要因の多様性等である。そのため、まず

はこれらを整理した上で分析を行う必要がある。 

 

第 2 項 先行研究の整理 

 

 ここでは、初めに「足による投票」の現実的な作用の有無について見た後に、人口移動の

要因に関して見ていくこととする。 

 

課税や行政サービスに対する満足度と人口移動との関係性について実証的な分析を行っ

ているものとしては、Lowery and Lyons(1989)、Percy and Hawkins(1992)、東川(2005)

等がある。Lowery and Lyons(1989)においては、その関係性は観察されないとされ、一方

でPercy and Hawkins(1992)においては、それが認められるとされている。また、東川(2005)

では、東京都江戸川区及び千葉県市川市に着目して分析を行っている。その中では、自治体

の行政サービスの差が人口移動に与える影響を示唆した上で、分権化に伴う地域差の拡大、

移動に対する心理的障壁の低い人々の増加等の理由から、今後はさらに行政サービスを要因

とした移動が増加するとしている。 

このように、統一的な見解が存在しているとは言い難く、さらなる検証が必要であること

は言うまでもないが、現時点においても行政サービスの質、ひいてはそれに対する満足度と

人口移動を結びつけることは、決して的外れなものではないといえる。 

 

 次に、人口移動の要因に関する先行研究としては、良玄他(1989)等がある。良玄他(1989)

は、総理府統計局社会生活指標に基づく説明変数を用いて、被説明変数を各国勢調査間の年

齢別・男女別移動率として重回帰分析を行っている。データは昭和 40 年から昭和 60 年ま

での都道府県別データであり、推定方法はステップワイズ方式を用いている。推定結果のう

ち最も移動が激しい男性Ⅱ期４５に関して見てみると、第 1 次産業従業者割合に続いて、遠

距離通勤者比率、商業年間販売額、大学数が主な要因となっている。これは 20 年ほど前の

データに基づく分析であり、現状とは異なる部分が多々予想される。それでも、前章第 6

                                                     
４３ Tiebout(1956)によれば、いくつかの仮定をした上で、人々は自身の選好を最も反映する自治体へ移動するとしてい

る。 
４４ ここでは、（人口移動率）＝（人口＋転入数－転出数）／（人口）として算出した。 
４５ 期首時が 10 歳から 14 歳で、期末時に 15 歳から 19 歳のことを指す。 
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節で示したように、現代においても職業要因や進学要因が大きな影響力を持つことを考える

と、人口移動の要因に関する基礎的な視点を提供している。 

 

 以上の先行研究から、行政サービスの質及びそれに対する住民の満足度が人口移動の一つ

の要因であるとみなすことには一定の合理性があり、他の主要因も併せて考慮することで、

妥当な分析が可能となると考えられる。このことを踏まえると、説明変数としては行政サー

ビスの質の他に、職業要因、経済要因、進学要因等を設定するのが望ましい４６。次項では

その詳しい推定方法について述べる。 

 

第 3 項 推定方法 

 

 まずデータについては、2006 年度４７の全国 755 市区のクロスセクションデータを用いる
４８。データの出典は次頁の表 7 にまとめて示した。 

 続いて変数の設定であるが、被説明変数を「人口移動率」とし、説明変数を「行政サービ

スの質」、その基礎自治体の財政的な差異を表す指標として「地方債残高／一般財源」、その

地域における産業構造を示す指標として「第 1 次産業従事者比率４９」、「他市区町村への通

勤者比率５０」、進学要因として「大学数５１」、経済状況を示す指標として「完全失業率」と

した。これら以外の基礎自治体固有の要因を考慮するためにダミー変数として、財政破綻ダ

ミー５２、政令指定都市・特別区ダミー、都道府県ダミーを用いた。なお、説明変数はそれ

ぞれ標準化してあり、推定方法としては最小二乗法を用いた。 

 

 

 

 

 

 

 

［ :PCR 人口移動率、 :S 行政サービスの質、 :B 地方債残高、 :R 一般財源、 :1st 第 1 次

産業従事者比率、 :C 他市区町村への通勤者比率、 :U 大学数、 :E 完全失業率、 :COLdummy

財政破綻ダミー、 :ODWdummy 政令指定都市・特別区ダミー、 :PREFdummy 都道府県ダ

ミー］ 

 

 

 

 

 

 

                                                     
４６ ここで住宅要因を外したのは、内生性の問題が考えられるためである。また、福祉・医療・育児等に関しては、「行

政サービスの質」の中に含まれている。 
４７ 市区町村別の指標のうち、国勢調査のみで集計されているものもあり、それらについては 2005 年国勢調査のデータ

で代替した。詳細はデータ出典で示す。 
４８ 前節と同様に、データ制約上の理由からクロスセクションのデータを用いることとする。 
４９ ここでは、（第 1 次産業従事者比率）＝（第 1 次産業従事者数）／（全従事者数）とする。 
５０ ここでは、（他市区町村への通勤者比率）＝（他市区町村への通勤者）／（全従事者数）とする。 
５１ ここでは、4 年制大学のみを対象としている。 
５２ 北海道夕張市は 2007 年 3 月 6 日に（準用）財政再建団体となったが、これは総務大臣による財政再建計画の同意が

なされた日付であり、それ以前から財政再建計画の取りまとめ等が行われていたと予想される。そのため、今回の

分析では夕張市のみを財政再建団体として、財政破綻ダミーを設定した。 
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表 7 データの出典 

変数 出典 年度 

人口移動率 「住民基本台帳人口移動報告」、「住民基本台帳に

基づく人口・人口動態及び世帯数」より算出 

2006 

行政サービスの質 『2006 年(第 5 回)全国市区の行政比較調査データ

集(行政革新度・行政サービス)』 

2006 

地方債残高 

／一般財源 

「市町村別決算状況調」より算出 2006 

第 1次産業従事者比率 「地域別統計データベース」より算出 2006 

他市区町村への 

通勤者比率 

「地域別統計データベース」より算出 2005 

大学数 「日本の大学・学部一覧 索引：所在地別（市町村

コード別）」より算出 

2006 

完全失業率 「地域別統計データベース」より算出 2005 

 

 

第 4 項 推定結果 

 

 以上の方法で推定を行い、その推定結果は次頁の表 8 に示す５３。 

 この分析におけるダミー変数を除く全ての P 値は有意水準 1%未満において有意である
５４。また、この分析においても決定係数よりも推定された係数の有意性が重要であるとい

える。 

 推定された行政サービスの質の係数を見てみると、0.0012 となっており、これは行政サ

ービスの質が 1 ポイント改善されると移動が約 0.1%増加することを示している５５。また、

地方債残高／一般財源の係数が負であり人口移動率と負の相関を持つことが分かる。次の第

1 次産業従事者比率や完全失業率、他市区町村への通勤者比率についての係数から、産業構

造や経済状況も人口移動率に影響していることが分かる。大学数については、他の指標に比

べればその影響は小さいものの、移動を増加させる要因となっているといえる。 

 

 この分析によって、他市区町村への通勤者比率や完全失業率といった指標が人口移動に対

して大きな影響を与えていることは前章第 6 節や前項で確認した通りであるが、行政サー

ビスの質もそれに劣らぬ影響を及ぼすことが示された。このことからも、人々が行政サービ

スの質を移動の際の一つの判断基準として用いているとみなしても、見当外れではないと考

えられる。つまり、行政サービスの質が低い状態、すなわち、自治体によって住民本位の政

策がなされていない場合には、住民の満足度が低下し、結果的には人口移動率の減尐につな

がると考えられる。 

 

 

                                                     
５３ 財政破綻ダミー、政令指定都市・特別区ダミー、都道府県ダミーについては割愛する。 
５４ 前節での分析と同様にダミー変数に関しては、係数制約についての検定を行ったところ、「都道府県ダミーは存在

しない」という帰無仮説は棄却された。また、財政破綻ダミー及び政令指定都市・特別区ダミーは、5%未満において

有意であった。 
５５ この推定結果からは、全ての自治体が住民参加によって行政サービスの質を改善した場合に、それによって全ての

自治体で人口移入が起こるという結果が得られ、論理的整合性が保たれないという指摘も考えられるが、それは妥

当ではない。なぜなら、被説明変数である「人口移動率」及び説明変数である「行政サービスの質」のそれぞれの

平均値と現実値の乖離をとればよいからである。そうすることで、全ての自治体の行政サービスの質が改善された

としても、全国平均もそれに伴って上昇するために、人口移入が全ての自治体で起こるとは考えられない。 
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表 8 推定結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第3節 まとめ 
 

 新たな試みである前節までの二つの分析により、住民参加が行政サービスの質を改善させ

ること、行政サービスの質が人口移動あるいは住民の満足度を高めることが示され、つまり

は、住民参加が地域の実情に合った政策の実現には重要であるということが確認された。こ

のことから、住民参加が自治体・住民の双方にとって、さらには、地方分権化という観点か

らは国にとっても有益であると考えられる。 

しかし、今回試みた実証分析の結果とは対照的に、住民参加の仕組みが全国的には確立さ

れていないという現状があることを前章で確認した。これらを踏まえると、地方分権改革の

目標の達成に必要となる最低限の基盤として、基礎自治体における住民参加を保証する制度

の構築が最も重要な課題の一つであるといえる。そのため、次章以降ではその制度の望まし

いあり方について、現状分析を基に検討していきたい。 

 

 

 

 係数 

 [P-値] 

定数 
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0067.1  

 [ 0000.0 ] 

行政サービスの質 

 
1

 

0012.0  

 [ 0000.0 ] 

地方債残高 

 ／一般財源 
2

 

0009.0  

 [ 0010.0 ] 

第 1 次産業従事者

比率 
3
 

0010.0  

 [ 0000.0 ] 

他市区町村への 

通勤者比率 
4

 

0019.0  

 [ 0000.0 ] 

大学数 

 
5
 

0007.0  

 [ 0015.0 ] 

完全失業率 

 
6
 

0014.0  

 [ 0000.0 ] 

観測値数 

自由度 

決定係数 2R  

自由度修正後 2R  

総分散 

誤差の 2 乗和 

 755 

700  

4927.0  

4536.0  

0311.0  

0158.0  
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第4章 住民参加システムの検討 

 

地方分権改革の目的の達成のためには、地域ごとの特性を尊重した行政運営を着実に進め

る必要があるにもかかわらず、そのための基盤が確立されていないということは第 2 章に

おいて確認した通りである。しかし、住民参加の意義は第 3 章において示された。そこで、

本章では地方分権改革の目的達成のための新たな住民参加システムについて、その仕組みの

検討を行う。 

 

 

第1節 住民参加型協働システムの構築 
 

自治体が住民との協働を積極的に推進しつつ、さらに二元代表制における機関対立型制度

を機能させていくためにとるべき方策として、本節では、図 12 に示した住民参加型協働シ

ステム５６を導入し、「地域協働委員会」及び「校区協議会」を設置することを検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                     
５６ 図 12 中の委員会は地域協働委員会、協議会は校区協議会を指す。 
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図12 住民参加型協働システム
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第 1 項 地域協働委員会の設置 

 

まずは地域協働委員会（以下、協働委）について、その仕組みを検討する。この組織の設

置を検討する根拠は、基礎自治体を住民意思に基づく地方政治の舞台へと発展させていくに

は、住民参加の推進と二元代表制における機関対立関係の強化を両立する必要があると考え

たことにある。 

この協働委には行政委員会の位置付けを与え、地方自治法の改正によってこれを設置す

る。その主な役割は、住民の意見を反映した行政運営を実現するための事務を執行すること

であり、住民本位の地域づくり体制を構築するための、首長から独立した権限を持つ。 

ここで、協働委を行政委員会として基礎自治体に設置する理由としては、行政委員会が有

する独立性や中立性といった特徴が、協働による地域づくりにおける責任の所在の明確化や

機関対立型制度の強化につながることが挙げられる。 

 

協働委の委員は、後述する校区協議会の議長の中から互選等によって選出し、他の行政委

員会と同様に議会の同意を得た上で首長が任命することとする。このように、住民だけでな

く首長や議会も協働推進において責任を持つということを、任命責任という形で明確化す

る。さらに、協働委を代表する委員長については、委員の中から互選により選出し、協働委

が任命することとし、協働委の職務を補佐するための事務局の指揮監督を行う。これは、協

働委が執行権を行使する際の独立性を担保するためである。 

協働委は住民の意見を行政運営に反映させるための包括的な権限を持ち、その設置によっ

て住民の意見を収集するための自治体側の窓口を一本化する。これに対し、他の執行機関は、

協働委からの意見を反映した形で政策形成や行政運営を進めるよう努めることとする。 

 

では、協働委の設置により、第 2 章において挙げた現状の問題点をどのようにして解消

することができるのか。以下では、住民との協働における責任の所在の明確化と、二元代表

制における機関対立関係の強化の二点について検討する。 

 

①住民との協働における責任の所在の明確化 

執行機関の附属機関として住民協働組織を設置した場合の課題は、責任負担の明確化と住

民協働組織の積極活用との両立である。この点については、行政委員会は附属機関とは異な

りあくまでも自治体の執行機関であるので、自治体が責任回避のためのツールとして協働委

を利用することはできない。同時に、協働委にも自治体を構成する一組織としての責任が求

められることになる。 

したがって、行政委員会として協働委を基礎自治体に設置することで、自治体がどこまで

責任を負うかを明確にしながら、公正かつ能率的に住民参加による地域づくりを進めていく

ことができる。 

 

②二元代表制における機関対立関係の強化 

地方政治において二元代表制が採用されている以上は、その制度が想定している機関対立

関係のメリットを活かすように、住民との協働を進めるべきである。地方自治の根底をなす

仕組み、すなわち首長と議会が協力しつつも緊張関係を維持することで互いを高め合う関係

にあるということ、を度外視して協働を推進しても、地方自治体を「地方政府」へと高めて

いくことはできない。 

この点については、自治体運営の基幹となる自治立法と予算の分野での協働委と地方議会

の役割分担によって機関対立型制度の機能強化を図り、地域の実情に合った政策を着実に遂

行していける体制の構築を進める。具体的には、首長に制定権限があり、議会の議決対象で

はない規則や予算の執行科目について、その決定の際には協働委の同意を経ることとする。
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このように、二元代表制における地方議会の役割を協働委が補完することにより、住民意思

に基づく地方政治を展開できる体制を確立する。 

 

第 2 項 校区協議会の設置 

 

 続いて、協働委の下部組織として設置される校区協議会についての検討を行う。このよう

な組織の設置を検討する根拠は、ローカル・オプティマムを実現するための基盤を確立する

という目的にある。 

 

自治体が地域の実情に合った政策を展開していくためには、十分に議論を行うことができ

る仕組みが不可欠となる。なぜなら、住民と自治体の間での密な連携や住民同士が直接議論

できる体制を構築し、話し合いの中で地域ごとの最適状態を探求しながら、様々な主体が納

得した上で地域づくりにかかわっていくことが重要であるからである。 

 このような考えに基づき検討する校区協議会は、次節で述べる「協働基本条例」によって

詳細を規定し、市区町村内の小中学校区を目安に設置することとする。この校区協議会は、

地域ごとの要望や課題の集約と整理、そして地域の意見としての発信がその役割となる。 

 

 このとき、小中学校区を設置の基準とする理由は、校区協議会を、自治体が住民との協働

によって地域づくりを進めていくための拠点として機能させるためである。小滝(2007)によ

ると、地域社会は基本的には重層的空間として捉えることができ、近隣の人々によって構成

される自治会や町内会から、小学校区、中学校区といくつかのレベルの地域社会空間が積み

重なり、基礎自治体レベルの地域社会が形成されているという。さらに、このような地域社

会の重層性とともに、下図に示される公共共担論５７を併せて考えると、自治体が主な担い

手となる地方自治（下図 C~E）と住民が主な担い手となる近隣自治（下図 A~C）が交わる

領域は小中学校区レベルの地域社会であるといえる。なぜなら、まず義務教育諸学校の管理

と自治体は切り離して考えることができず、また明治以降「学校」及び「学区」は地域コミ

ュニティの中心となっており５８、近隣自治の領域でもあるからである。このことから、小

中学校区を地域づくりの基点として位置付け、校区協議会を設置することとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                     
５７ 松下(2004)より、自治体だけでなく、住民や NPO 等の民間も公共領域を担うものとする考え方のことを公共共担論

という。公共領域は自治体が担当し、私的領域は住民や企業が担うものとする公私二分論に対する公共概念のとら

え方である。  
５８ 広井(2008) pp.10-17 

 

新たな公共領域 

A 

B 

C 

D 

E 

自治体 

住民 

公共性 私的利益 

従来の公共領域 

私的領域 

（企業） 

協働領域 

松下(2004)より作成

図13　公共共担論
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現状を踏まえると、ローカル・オプティマムの実現に向けた地域づくりを自治体と住民と

の協働によって進めるためには、まずは以下の二点の課題を解消することが必要となる。一

点目は自治体と住民が多くの情報と目的意識を共有すること、二点目は自治体と地域に根ざ

した活動を行う様々な団体との関係を再構築することである。 

では、校区協議会の設置により、いかにしてこれら二点の課題を解消することができるか

について、以下で検討する。 

 

①自治体と住民の情報共有 

 校区協議会では、それを構成する議員の間で行われる議論が活動の中心となる。その議員

になる住民は校区ごとに選出することとし、議員の選出方法や人数、任期等については、協

働委と各協議会の間で決定することとする。 

校区協議会は、住民からの意見や要望、提案を収集する。協議会の議員は、そのような住

民の声を材料に議論を進め、その中で地域の課題や問題意識を整理・共有するとともに、地

域の意見として協働委に向けて発信する。また、この校区協議会の議論の場には自治体の担

当職員も参加させるが、その際に果たす役割はコーディネーターとしてのものにとどまらせ

る。コーディネーターは、地域の状況や専門知識等の情報の提供や、必要に応じた有識者や

関係課職員の招聘等、協議会の運営調整役を担いながら住民の意見を整理する。自治体の担

当職員の役割を限定しつつ、情報公開を徹底することで、自治体が協議会において過度な影

響力を持つことを防止しながら対等な立場での協働を進める。 

 自治体と住民との協働による地域づくりにおいては、「情報は公共財であるから、情報公

開は当然のこと」５９であり、自治体や住民が持つ様々な情報や知恵を共有財産として活か

さなければならない。協議会は、自治体と住民の双方からの情報が集まる場となり、そのよ

うな情報を基に議員となった住民が議論を行う。そして、地域の声として協働委、ひいては

自治体へと発信することで、自治体と住民はローカル・オプティマムの実現に向けたビジョ

ンを共有し、その上で地域づくりに取り組むこととなる。 

 

②自治体と地縁団体の関係改善 

また、自治体と地縁団体の仲介的な組織として校区協議会が機能することで、両者の関係

の改善を図る。具体的には、これまでの両者間における意向や要望の直接的な伝達について、

校区協議会を経由させることとする。協議会の議員はそのようにして集まった両者の意見を

参考にしながら、地域における課題や要望を整理し、地域の声として協働委へと伝える。つ

まり、住民から自治体への意見の伝達は、団体ごと・分野ごとではなく地域ごとに行う体制

を校区協議会という形で構築するとともに、自治体側の窓口も協働委で一本化する。住民か

らの多様な意見の集約、利害調整や執行機関・議決機関への伝達は、首長の権限に属する執

行機関から独立した立場で、客観性と中立性と責任を持って行うべきである。これは協働委

に行政委員会の立場を付与することで可能となる。 

このような体制の構築により、地縁団体が自治体の下請け機関のようになりがちであると

いう問題を解消するとともに、各団体単独では解決が困難な課題を地域全体で検討する機会

も生まれ、地域の実情に合った政策を展開するための根底をなす仕組みができあがる。校区

協議会は地域内で活動する様々な団体から意見や要望が集まる場となり、さらに協議会の議

員が行う議論を通して地域として目指すべき方向を明らかにする場にもなる。重要なのは、

自治体や地縁団体・協議会の他の議員等、多様な意見に触れながら議論をできることであり、

協議会の議員はそのような中で合意形成を図ることになる。 

 

                                                     
５９ 松下(2004) p.10 
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校区協議会の設置がそのまま具体的な成果を生み出すわけではない。しかし校区協議会

は、住民や地縁団体等地域に深くかかわって活動している人々から広く意見を収集し、地域

において求められているものを明確にする役割を果たす。これにより、地域ごとの実情に配

慮した政策の実施や地域の課題に的確に対処していくための環境が創出されるのである。 

 

本節で検討したシステムは、地方自治法改正により行政委員会として住民協働組織を設置

するというものである。行政委員会とすることは、先進自治体で既に設置されている住民協

働組織や他の研究とは大きく異なる。この協働委と校区協議会の設置によって、地方分権改

革が目指すところであるローカル・オプティマムの実現、そして、基礎自治体を住民の意思

に基づく地方政治の舞台へと高めていくための基盤の確立を図る。 

 なお、本節において検討した仕組みを総称して「住民参加型協働システム」と呼ぶことと

し、以下ではこれを用いる。 

 

 

第2節 法制度の整備 
 

前節においては、地方分権改革の目標を達成するための基盤として、住民参加型協働シス

テムの構築を提案した。これを実際に導入するにあたっては、地方自治法の改正によって法

的根拠を明確にすると同時に、システムに実効性を持たせて継続性のある地域づくりを進め

ていくための基本的な規則を各自治体が備えておくことも不可欠となる。そこで、本節では

住民参加型協働システムの導入によって自治体と住民の関係を再構築するための、法制度面

の整備について検討する。 

 

第 1 項 地方自治法の改正 

 

わが国においては、憲法によって地方自治の制度が保障されているとともに、地方自治法

でその根幹を定め、全ての地方自治体について規定している。前節で検討した住民参加型協

働システムは憲法を改正しない範囲で実行可能であるため、ここでは、システムを全国の基

礎自治体で導入するための法改正について検討する。 

 

まず、協働委を設置するには、地方自治法の改正が必要となる。これは、自治体が設置す

る行政委員会は地方自治法で定められており、条例で法定外の執行機関を設置することはで

きないためである。そこで、地方自治法第 180 条の 5 第 3 項の改正により、執行機関とし

て法律の定めるところにより基礎自治体に置かなければならない委員会の一つにこの協働

委を加える６０。 

さらに、地方自治法第 2 編第 7 章の「第 3 節委員会及び委員」の下に協働委と校区協議

会に関する款を加える。これにより、協働委の委員・事務局等の具体的な仕組みや校区協議

会との関係を規定する。そして、この協働委が住民の意見を反映した行政運営を実現するた

めの事務を執行する役割を持ち、首長が制定する規則や予算科目のうち執行科目に対する同

意権を持つということを明文化する。加えて、住民参加型協働システムの導入にあたっては、

次項にて述べる協働基本条例の制定を基礎自治体に義務付けるということも明記する。 

 

                                                     
６０ 協働委には、地方自治法第 138 条の 4 第 1 項にいう委員会の位置付けを与えることとする。 
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第 2 項 協働基本条例の制定 

 

ここでは、前節において検討した組織の導入をはじめ、地方分権改革の目標を達成するた

めに自治体と住民の関係の再構築を行うにあたって、その基本となる事項を規定する「協働

基本条例」の制定について検討する。 

 

この協働基本条例は、自治体と住民が協働によって地域づくりに取り組むことを制度的に

保証するものであり、住民本位の地域づくりの根幹を規定する。この条例によって協働によ

る地方自治の枠組みを整え、地域づくりの規範として必要な原則を定める。 

具体的には、①協働による自治の基本的なビジョンや原則、②地域づくりの理念を具体化

する仕組み、③地域づくりにおける首長・議会・住民の役割分担・責務・権利、④情報公開

や説明責任等の行政運営に関する基本的事項、の四点を協働基本条例によって規定する枠組

みとする。このように自治体と住民との協働による地方自治の基本的なあり方を定める協働

基本条例は、他の条例や自治体の基本構想等の計画の指針となる。そして、これ以外の事項

や詳細については、自治体ごとに規定する。 

 

また、各校区協議会が対象とする地域や協議会の議員の任期といった具体的な仕組みにつ

いても、協働基本条例によって自治体ごとに規定する。これにより、地方自治法とともに協

働基本条例によって前節で検討した組織が制度化され、システムとしての実効性を持つこと

となる。 

 住民参加型協働システムの仕組みについて規定する条例である以上、システムの導入より

も条例の制定を先に行うことになる。このような地域づくりの根幹をなす条例を各自治体が

作り上げるには住民の参加が不可欠であり、その過程は、条例制定後に導入されるシステム

における自治体と住民との協働の準備段階として重要である。 

 

 以上のような地方自治法の改正や協働基本条例の制定は、それを具現化する仕組みがある

からこそ意義のあるものとなる。住民参加型協働システムの導入と法制度面の整備を並行し

て行うことで、地方分権改革の目的を達成するための自治体と住民の関係の再構築を進め

る。 
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第5章 継続的な協働のために 

 

前章で検討した住民参加型協働システムだが、法制度による担保だけではその仕組みが機

能していくとは限らず、システムが形骸化してしまう恐れもある。そこで、さらなる担保の

仕組みとして、総務省による「自治体評価」と、協働委による「住民納得度調査」の義務付

けを提案する。 

 

 

第1節 自治体評価の導入 
 

まず、現状の行政評価の問題点を克服でき、かつ住民との協働を促進させる新たな評価制

度である「自治体評価」について検討する。ここで導入手法について考える際に、総務省に

よる地方公会計改革を参考にしたい。総務省はこの改革において、各自治体に対して国の作

成基準に準拠した基準モデルまたは総務省方式改定モデルを活用し、公会計を整備すること

を推奨した６１。情報開示の規則を作成し、各自治体から開示された情報をまとめて国民に

対して公表することで自治体間の比較を容易にし、住民監視の強化を図っている。さらに、

各自治体に対して情報提供や助言を行い、歳出の見直しを求める。 

 

自治体評価は、この地方公会計改革に倣い、総務省を基幹とした取り組みとして実施する

ものである。これは従来の行政評価とは異なり、全ての基礎自治体を対象に総合的かつ相対

的に評価を行う新たな仕組みとする。具体的には、国民にとってかかわりが深く、かつ行政

の実態を推し測ることのできる指標を総務省が選定し、その評価項目の一つには住民参加度
６２も含めることとする。各自治体はこの評価指標に沿って自己評価を行い、その結果を総

務省が集計して国民に公表する。総務省が評価主体となることで、総務省行政評価局６３で

の国の行政評価で培ったノウハウを活かしながら、客観的かつ中立的な評価を行うことが期

待される。また、地方公会計改革と同様に、全国の自治体間で自治体評価の結果を比較する

ことが可能になる。そのため、各自治体が自らの行政水準を把握し、評価結果を次期以降の

行政運営に活用するなど、住民ニーズに即した行政サービスの提供に努めるインセンティブ

を与えることも可能である。さらに、評価項目の一つである住民参加度を向上させるために、

各自治体や協働委が工夫しながら住民との協働を進める動きが活発化することも期待でき

                                                     
６１ 総務省(2006)によると、総務省は行政改革推進法及び「基本方針 2006」に基づき、取り組みが進んでいる団体・都

道府県・人口 3 万人以上の都市に対しては 3 年後までに、取り組みが進んでいない団体・町村・人口 3 万人未満の都

市に対しては 5 年後までに整備または作成に必要な情報を開示することを求めた。 
６２ この定義については、総務省が状況に応じて検討を行うこととする。 
６３ 総務省行政評価局ホームページによると、「政府部内における行政の改革・改善機能を担い、国民に信頼される公

正で透明、簡素で効率的な質の高い行政の実現を推進」する機関であり、政策評価、行政評価・監視等を行っている。 
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る。一方、住民にとっても、自らの住む地域の行政水準を他と比較しながら把握できるとい

う点で意義のある制度である。  

地方分権が推進される中で、中央主導の評価方式を採用することについては議論の余地が

残されていると考えられる。しかし、2007 年時点での市区町村の行政評価の導入割合は

38.8%にとどまっており６４、全国に浸透しているとは言い難い状況にある。この現状を踏

まえた上で、まずは総務省による全国画一的な自治体評価の導入を提案したが、より長期的

には評価主体についても都道府県に移行していくのが望ましいのは言うまでもない。そうで

はあるものの、この取り組みは、まだ行政評価を導入していない自治体に体系立った評価制

度を早期に導入する契機となるため、高い効果が期待される。 

もちろん、この自治体評価は現在各自治体が行っている行政評価を阻害するものではな

い。全ての基礎自治体を対象とする自治体評価を国が率先して普及させていくことには、国、

自治体、そして住民にも大きな意義がある。 

 

 

第2節 住民納得度調査の実施 
 

次に、第 2 章第 5 節第 2 項の事例を参考にし、住民参加型協働システムの形骸化を防ぐ

もう一つの仕組みとして「住民納得度調査」を提案する。具体的には、まず協働委が毎年住

民納得度調査を実施することを地方自治法の改正で義務付ける６５。その調査項目や対象人

数等は各基礎自治体と協働委の協議で定めることとし、回答結果は協働委が全市的に算出す

るのはもちろん、校区協議会の設置区域ごとの結果についても算出を行うこととする。この

方法を用いることにより、ローカル・オプティマムの実現に向けて地域の強みや課題を自治

体・住民の共通認識とするための一つの手段として、住民納得度調査が活用されることにな

る。さらに、校区間で共通する課題も明確になり、全市的に重視すべき施策に対して住民の

意見に即しながら取り組むことにも活かされる。 

納得度調査の最大の特長は、施策内容と費用負担を照らし合わせながら、その妥当性につ

いて住民が回答できることにある。これにより、住民は納税者として受益と負担の関係を意

識しながら回答することになり、自治体は住民意思をより的確に把握することが可能とな

る。 

 

 

本章では、自治体評価と住民納得度調査の全自治体での実施を提案した。これにより、基

礎自治体は国と住民という二つの異なる視点から評価されることとなる。住民参加型協働シ

ステムと併せて二つの評価制度を導入することで、自治体と住民との協働による地域づくり

が住民意思に即したものとして継続的に推進されることを担保する。 

 

                                                     
６４ 第 2 章第 5 節第 1 項参照。ここでは市区町村数を中核市・特例市・市区・町村の合計数としている。 
６５ 第 4 章第 2 節第 2 項では、地方自治法第 2 編第 7 章の「第 3 節委員会及び委員」の下に協働委と校区協議会に関す

る款を加えることを提案したが、その中には住民納得度調査の実施義務付けも盛り込むこととする。 
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第6章 導入後のシミュレーション 

 

 以上の住民参加型協働システムの導入を提言するにあたっては、その実行可能性について

分析を行う必要がある。そこで、本章では、我々が検討しているシステムが実際に導入され

たと仮定し、シミュレーション分析を行う。第 1 節では、住民参加型協働システムの導入

による効果の検証を行う。さらに、第 2 節ではシステムの導入に伴う弊害や制度上の問題

点について考察し、その対策を検討する。 

 

 

第1節 導入による効果 
 

本節では、第 4 章及び第 5 章において検討した新たな仕組みを導入した際の効果につい

て、第 3 章における推定式を基に分析していく。具体的には、導入後の住民参加度を再度

算出し、その上昇による行政サービスの質の改善効果を示す。 

 

 協働委及び協議会の設置、法制度の整備、住民納得度調査の導入によって、住民参加度の

うち各項目の調査結果が大きく改善されることが予想される。それらは、次頁の表 9 にま

とめて示した。例えば、協働委や協議会の設置により、住民に対する素案公表や住民からの

パブリックコメントが制度的に保証される。さらに、住民納得度調査も併せて義務付けるこ

とで、住民の意見を行政運営に反映させる仕組みも整備されることとなる。 

 これらを踏まえ、導入前と同様の方法で住民参加度を集計し、得点化及び偏差値化を行う。

その結果は、次頁の表 10 に導入前と比較する形で示した。 
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表 9 住民参加度の項目内訳 

項目 導入後 

①重要な政策形成過程での素案公表の有無 改善 

②重要な政策形成過程でのパブリックコメント保証の有無 改善 

③パブリックコメントへの対応方法 改善 

④付属機関の委員への市民公募の有無 改善 

⑤公募住民を入れている付属機関の比率 不明 

⑥自治の基本や住民主体の自治を包括的に定めた条例の有無 改善 

⑦自治の基本や住民主体の自治を包括的に定めた条例で規定する内容 改善 

⑧行政サービスなどへの満足度調査の実施頻度 改善 

⑨満足度調査で示された「住民の不満」などを解消するための体制整備の有無 改善 

⑩条例に基づいた、開発事業者との事前協議としての、住民の意見・提案・不

服申し立てに関する制度的な保証の有無 

改善 

 

 

表 10 住民参加度に関する値の導入前後の変化 

 素点平均 標準偏差 中央値 最高値 最低値 

導入前 16.90 9.94 18 49.5 0 

導入後 55.48 1.21 55 59.5 54.5 

 

 

 表 10 を見ると、全国市区の素点平均で住民参加度が 38.58 点改善していることが分かる。

しかし、これがどれ程の改善なのかは想像し難い。そのため、具体例を交えながら行政サー

ビスの質に対する影響力について考える。 

 住民参加度の変化が行政サービスの質に与える影響を検証する場合、その方法としては、

第 3 章第 1 節における推定式(1)に代入することが考えられる。しかしながら、推定式(1)の

説明変数は全て標準化してあるため、その変化の影響を正確に把握することは困難である
６６。そのため、システム導入前のデータを用いて、その導入が行政サービスの質にどれほ

どの影響を与えるかを考察していく。 

 導入前に全国市区の中で最高値であったのは、東京都三鷹市の 49.5 点である。これより

も導入前後の全国平均差である 38.58 点あまり低い自治体としては、宮城県東松島市や静

岡県裾野市が挙げられる。ここでは、次頁の表 11 を基に三鷹市と裾野市を比較する。両者

の導入前における標準化された住民参加度の差は 3.8687 ポイントである。これと推定式(1)

における住民参加度の係数 1 との積を、システム導入による全国的な行政サービスの質の

改善度とみなすことができる６７。行政サービスの質が 0.5 ポイント刻みであることを考慮

すると、改善度である 8.1630 は 16 段階程度の改善を意味する。つまり、このシステムの

導入が行政サービスの質の改善に対して非常に大きな効果をもたらすと予想される。 

 

 

 

 

 

                                                     
６６ 表 10 からも分かるように、全国で一斉に住民参加度の点数が上昇することで、全国平均の上昇及び標準偏差の低下

が起こる。このとき、標準化を行うと中には値が低下してしまう自治体の存在が予想されるからである。 
６７ 他の全ての自治体を一定として考えており、さらに、厳密には標準化する際に使用する平均値や標準偏差の値も変

化するため、この数値は真の値と一致しないと考えられる。 
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表 11 行政サービスの質の改善度 

導入前 住民参加度 

（素点） 

住民参加度 

（標準化） 

行政サービス

の質（改善度） 

三鷹市 

裾野市 

49.5 

11.0 

3.2763 

-0.5924 

- 

8.1630 

差 38.5 3.8687 - 

 

 

第2節 導入に伴う弊害とその対策 
 

第 4 章では住民参加型協働システムの特長を中心に見てきたが、これを実際に導入する

ためには、システムの導入に伴う弊害や制度上の問題点についても考察した上で、その対策

を検討する必要がある。本節では、システムの導入により生じ得る主な弊害として、自主的

な住民参加の意欲を阻害すること、組織が住民の単なる不満の捌け口となってしまうこと、

協働委運営費等の新たなコストが発生すること、の三点を考察し、それらに対する解決策の

検討を行う。 

 

まず一点目は、このシステムの導入が、既に自治体と住民との協働が盛んに行われている

地域において、自主的な住民参加の意欲を削ぐことである。元来、住民参加の形態が確立さ

れていなかったからこそ、地域づくりに意欲のある住民を中心に、自治体との協働や住民主

体の活動が展開されてきた側面がある。我々が提案する仕組みを全国で導入することで、住

民の主体性を活かした取り組みが持つダイナミズムを損なう可能性がある６８。 

我々が提案するシステムの導入は国や自治体の主導によって全国的に進めるものである

ため、住民の自主的な活動が展開されてきた地域への配慮は必要である。この点については、

一定の条件を満たした自治体には、新しいシステムを導入するか否かを住民投票によって選

択できるようにすることで解消する。その条件としては、まず、①自治体と住民の協働によ

る地域づくりのための組織を設置しており、②それを自治基本条例等によって制度化してい

ること、の二点を設定する。住民投票によりシステムを導入するか否かの決定を行うことを

希望する自治体は、総務省による審査を受け、ここで上記二点の条件を満たすことが認めら

れれば住民投票による決定を行うこととする。この住民投票で既存のシステムの続行が選択

されたところを除く全ての自治体において、住民参加型協働システムを導入することとす

る。 

加えて、校区協議会の議員選出方法や定員・任期等については各協議会及び協働委の裁量

に任せられている。次頁の図 14 からも分かるように、地域づくりへの参加意思を持った住

民は多く６９、協働委や各協議会が工夫することで住民の参加意欲を引き出すことは十分に

可能である。 

                                                     
６８ このような懸念については篠原(1977)においても指摘されている。また、『国民生活白書』(平成 16 年版)では、地

域に根ざした住民主導の活動の先駆的な事例においては、住民の自発性が尊重され、さらに自発性を引き出すよう

な工夫が見られたとしている。 
６９ 調査対象は 2007 年が全国 20 歳以上の者 3,000 人（有効回収数 1,667 人、55.6%）、2005 年が全国 20 歳以上の

者 3,000 人（有効回収数：1,551 人、51.7%）である。 



ＩＳＦＪ政策フォーラム２００８発表論文 20th – 21st Dec. 2008 

 44 

また、前章で提言した二つの評価制度については、その住民投票の結果に関係なく、全て

の自治体における実施を義務付ける。これにより、我々が提言する仕組みを導入するか、そ

れとも独自の仕組みによって住民との協働を行うかに関係なく、住民の意思を尊重した政策

を展開すれば高い評価を受ける体制を確立する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

二点目は、協働委や校区協議会が住民の単なる不満の捌け口となってしまうことである。

しかしながら、この問題は、住民の意見を汲み取る仕組みが確立されていないからこそ起こ

り得るものである。自治体への要望の伝達を地域ごとに行う体制を、住民参加型協働システ

ムの導入によって構築し、これによって自治体側の窓口も一本化することで、意見集約の過

程や議論の中で無理難題は淘汰される。 

また、システムの導入と併せて行われる住民納得度調査は、住民にも納税者としてのコス

ト意識を根付かせるという利点があり、その実施によって、限りある資源を有効に活用する

という意識を自治体と住民が共有することになる。さらに、予算科目の中でも執行科目に対

する同意権を協働委に付与することとした。こうすることで、住民のニーズに応えるための

歳出を、限られた歳入の中でいかにして賄うかということも意識しながら、自治体と住民は

合意形成を行っていくことになる。 

以上のように、住民参加型協働システムと評価制度を新たに導入することにより、自治体

には地域の実情を尊重した政策を展開することが求められるだけでなく、住民にも受益と負

担の関係への配慮が求められることとなるのである。我々の提案は、住民の単なる不満の捌

け口となることを防ぐ仕組みを内包しているとともに、コスト意識を住民に浸透させること

にもつながる。 

 

三点目は、住民参加型協働システムを導入することにより新たなコストが発生することで

ある。基礎自治体に新たな行政委員会を設置するとなれば、人件費をはじめ協働委の運営の

ための様々な経費が発生することになる。しかし、このシステムでは、その導入に際して自

治体に新たな組織を設置するとはいえ、自治体の機能のうち住民の意見収集・集約に関する

機能をそこに集積するものであるという点では、自治体内の既存の組織の再編にとどまって

図14　地域が元気になるための活動に参加したいと思うか
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 内閣府「地方再生に関する特別世論調査」(平成20年1月)より作成
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いる。また、システムには議会の役割を補完する機能がある一方、大半の自治体が条例によ

って議員定数を削減しているという現状７０を考慮すると、自治体の組織再編にあたっては

各自治体が議員定数の削減で対応することも考えられる。 

しかしながら、最適な議員定数は自治体ごとに異なっており、その地域の人口動向や財政

状況にも影響される上、システムの導入コストについても、各自治体の体制や組織規模に大

きく左右される。このことから、一括りに導入コストとその対策を検討することは一般性に

欠けると考え、本稿では新たな財源確保等に係る提言は行わない。 

 

 

以上のように、住民参加型協働システムは、その導入によって幾分かの弊害も生じ得るが、

それを考慮しても、なお、地方分権改革の目的達成に向けた自治体と住民との協働を実現す

るための方策としては有効である。 

 

                                                     
７０ 第 2 章第 4 節第 1 項参照 
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第7章 政策提言 

 

これまでの章では、地方分権改革の目標達成には住民参加が不可欠であることと、そのた

めに導入すべきシステムについて述べてきた。本章では、これらをまとめて政策提言を行う。 

 

住民との協働によって、基礎自治体をローカル・オプティマムの実現可能な地方政府へと

高めるために、以下の政策を提言する。 

 

Ⅰ．住民参加型協働システムの導入 

 地方分権改革の目標を達成すべく、地方自治法に根拠を置く「地域協働委員会」と「校区

協議会」を基礎自治体に設置することで、住民との協働による地域づくり体制を構築する。 

 

Ⅱ．自治体と住民との関係を再構築するための法整備 

 住民参加型協働システムの導入によって自治体と住民との関係を再構築するために必要

となる、地方自治法の改正を行う。これと併せて、基礎自治体における「協働基本条例」の

制定も義務付け、システムの実効性を法的に担保する。 

 

Ⅲ．新たな評価制度の導入 

住民参加型協働システムが自治体・住民の双方にとって意義のあるものとして機能するよ

うに、「自治体評価」と「住民納得度調査」を新たに全国で導入し、システムの持続性を確

保する。 

 

以上の三点を政策提言とする。 

 

 本稿では、地方分権改革が今後も推進されていくことを考慮しているが、基本的には現行

の制度を前提に議論を行っている。たとえ現状のまま地方への更なる権限委譲等がなされた

としても、それに対応し得る力が自治体に備わっていなければ、改革の目標達成は望めない。

そのため、本稿で議論したような住民参加による自治体構造改革を分権改革と同時に進めて

いく必要がある。 
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